
●津波防災地域づくりに関する法律案
＜予算関連法律案＞

東日本大震災により甚大な被害を受けた地域の復興にあたっては、将来を見据えた津波災害に強い地
域づくりを推進する必要がある。また、将来起こりうる津波災害の防止・軽減のため、全国で活用可能な
一般的な制度を創設する必要がある。

津波による災害の防止等の効果が高く、将来にわたって安心して暮らすことのできる安全な地域の整
備等を総合的に推進することにより、津波による災害から国民の生命、身体及び財産の保護を図るた
め、市町村による推進計画の作成、推進計画の区域における所要の措置、津波災害警戒区域における
警戒避難体制の整備並びに津波災害特別警戒区域における一定の開発行為及び建築物の建築等の制限
に関する措置等について定める。

施策の背景

このため、ハード・ソフトの施策を組み合わせた
「多重防御」による「津波防災地域づくり」を推進する

概要

基本指針（国土交通大臣）

市町村は、基本指針に基づき、かつ、津波浸水想定を踏まえ、津波防災地域づくりを総合的に推進す
るための計画（推進計画）を作成することができる。

推進計画の作成

津波防災住宅等建設区
の創設

都道府県による

集団移転促進事業計画
の作成

津波避難建築物の
容積率規制の緩和

特例措置

都道府県知事は、基本指針に基づき、津波浸水想定（津波により浸水するおそれがある土地の区域
及び浸水した場合に想定される水深）を設定し、公表する。

津波浸水想定の設定

・都道府県知事は、警戒避難体制を特に整備すべき土地の区域を、津波災害警戒区域として指定す
ることができる。

・都道府県知事は、警戒区域のうち、津波災害から住民の生命及び身体を保護するために一定の開
発行為及び建築を制限すべき土地の区域を、津波災害特別警戒区域として指定することができる。

都道府県知事又は市町村長は、盛土構造物、閘門等の津波防護施設の新設、改良その他の管理を
行う。

津波防護施設の管理等

一団地の津波防災

拠点市街地形成施設
に関する都市計画

（推進計画区域内における特例）

津波災害警戒区域及び津波災害特別警戒区域の指定
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○水防法の目的等の規定において「津波」を明確化する。
○水防計画について、津波の発生時の水防活動等危険を伴う水防活動に従事する者の安全の確保

が図られるように配慮されたものでなければならないこととする。
○国土交通大臣は、著しく激甚な水災が発生した場合において、水防上緊急を要すると認めるときは、
洪水、津波又は高潮により浸入した水の排除等の特定緊急水防活動を行うことができることとする。

○その他所要の規定の整備。

●津波防災地域づくりに関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律案

津波防災地域づくりに関する法律の施行に伴い、関係法律の整備等を行う。

概要

○津波防災地域づくりに関する法律において津波防護施設を位置づけることに伴い、関係規定を整備
する。

○津波防災地域づくりに関する法律において津波災害警戒区域及び津波災害特別警戒区域に係る
規定を設けることに伴い、関係規定を整備する。

○その他所要の規定の整備。

法の施行に伴う津波災害対策等の強化のためのその他の措置

関係法律の規定の整備

水防法、建築基準法、土地収用法、都市計画法等の改正

水防法等の改正
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